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東京消防庁における消防活動経験の
伝承を支援するSNSの提案

大野 光太郎1,a) 小川 祐樹2 諏訪 博彦3 太田 敏澄3
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概要：東京消防庁において，団塊世代の大量退職による消防活動経験の喪失が大きな課題となっている．
伝承のための施策も行われているが，必ずしも効果的な伝承にはなっていない．この課題を解決する手段
として，職員の消防活動に着目した消防活動経験伝承支援 SNSを提案した．提案システムは，庁内資料で
ある「消防活動報告」，「消防活動基準」を活用し，職員個々の消防活動や教訓，ノウハウなどの「消防活動
体験」と関連付けることで，体系的に消防活動経験を表現できるという特徴を持つ．提案システムの評価
として，体系化された消防活動経験が，実際の業務や災害現場で役に立つという被験者実験結果に基づき，
消防活動経験の伝承が促進可能であることを確認している．
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Abstract: In the Tokyo Fire Department, problems of knowledge succession among firefighting profession-
als must be serious, because firefighters of baby boomers generation will retire within a few years. Many
knowledge management systems are currently proposed, however, they seem not to work effectively in knowl-
edge succession for firefighting professionals. In order to achieve succession of knowledge and experiences
in the department, a knowledge succession support system is proposed. The support system is designed to
integrate various materials in the department, and may contribute to share the knowledge and experiences
among firefighting professionals, in that the system may work easy to access and exchange their knowledge
and experience in the department by the SNS (social networking service).
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1. はじめに

東京消防庁では，2010年度東京消防庁重点施策 [1]の 1

つに「都民ニーズに的確に対応できる組織運営及び職員育
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成の推進」という目標を掲げている．この背景には，団塊

世代の大量退職による急激な世代交代が進む中で組織力を

維持・向上させ，消防業務の専門化，高度化に対応できる

職員の育成を早急に推進しなければならないという意図が

ある．また，東京消防庁人材育成基本方針 2010 [2]によれ

ば，消防の職務内容は，日々変化する都市構造および都市

生活の多様化ならびに都民の安全要求水準の高まりによ

り，警防，救急，予防などのすべての分野において日々多

様化および専門化しているとある．消防業務の中枢である

消防活動に関しても多様化，専門化が進んでいるのは当然

で，早期に高度な職員を育成していくうえでは，多様化，

c© 2013 Information Processing Society of Japan 284



情報処理学会論文誌 Vol.54 No.1 284–294 (Jan. 2013)

専門化した消防活動の経験を積むことが不可欠であると考

えられる．

しかし，実際の消防活動に関しては，全体的な災害件数

の減少などにより若い世代がなかなか実災害で消防活動経

験を積めないという状況がある．さらに，昨今の団塊世代

の大量退職によってベテラン職員が持つ多くの貴重な経験

は毎年失われている．このような状況の中でも，東京とい

う高度に複雑化した都市構造（高層建物や巨大地下施設な

ど）の中で，1人の消防官として若手，ベテランなど関係

なく知識，技術，経験を駆使した消防活動を実施し，都民

の命，財産を守らなくてはならない．

野中らは，ナレッジマネジメントにおいて組織内での知

識創造プロセスは，共同化（暗黙知⇒暗黙知），表出化（暗
黙知⇒形式知），連結化（形式知⇒形式知），内面化（形式
知⇒暗黙知）という 4つのプロセスに区分でき，この 4つ

のプロセスが相互に作用して知識創造が行われるとしてい

る [3]．消防活動においては，出場した職員 1人 1人が自ら

の役割に応じた活動を実践している．そこには職員 1人 1

人の体験や教訓，ノウハウが暗黙知としてあるが，形式知

として表出化，連結化する仕組みは不十分である．職員が

暗黙的に持っている消防活動経験を形式知へ表出化し，形

式知として存在する災害状況や活動方法と組み合わせて新

たな形式知を創造する連結化が必要である．

このことから，本研究では，職員育成に不可欠である消

防活動の経験に着目し，職員が個々に持つ活動体験や教訓，

ノウハウ（以下「消防活動経験」と記す）の伝承を促進で

きるシステムを構築することを目的とする．この目的を達

成することで東京消防庁における職員育成の一役を担うこ

とができると考える．

本稿では，2章で消防活動経験の伝承に関する課題を抽

出するための事前調査を行う．3章では，流通すべき消防

活動経験を定義し，消防活動経験伝承支援システムの要件

を整理する．4章で，要件定義に基づき消防活動経験伝承

支援 SNSを提案し，その特徴およびシステムの仕組みに

ついて説明する．5章では，消防活動経験伝承支援 SNSの

プロトタイプシステムを使用し，東京消防庁職員を対象と

した被験者実験を実施し，その結果についてまとめ，6章

で考察を行い，7章で結論と今後の課題について言及する．

2. 東京消防庁における消防活動経験の伝承

本章では，東京消防庁における消防活動経験伝承に関す

る課題を整理するために，東京消防庁の概要および伝承実

態に関する事前調査について述べる．

2.1 東京消防庁における伝承問題

東京消防庁では，団塊世代の大量退職による急激な世

代交代が進んでいる．約 18,000名いる職員の平均年齢は，

2009年 4月現在で 40.9歳であるが，2017年には 37.4歳に

まで下降し，30歳代までの職員が約 11,000名にのぼるこ

とが予測されている [2]．これは，全職員の 6割強を占める

ことになり，若年層職員がますます拡大することとなる．

また，消防の職務内容は，警防，救急，予防などのすべ

ての分野において日々多様化および専門化している．たと

えば，警防分野では，消防活動が消火活動中心であった段

階から，特別救助隊の発足にみられるように救助活動が専

門分化し，さらに消防救助機動部隊が特化している．また，

化学機動中隊，特別消火中隊なども発足し，専門分化し安

全かつ効率的な消防活動を展開している．これにともない，

ベテラン職員であっても未経験の活動が増加している．

このような状況の中で，消防活動経験の伝承が重要課題

であることは庁内でも認識されており，様々な施策が行わ

れている．たとえば，毎年職員の意見発表会が開催されて

いるが，その中に心の伝承部門を設け，退職間際の職員が

様々な体験や思い，後輩に伝えたいメッセージなどを記し，

後輩職員に公開している．また，全 81署ある各消防署に

おいても，ベテランに限らず経験職員が未経験職員に対し

て技術やノウハウを伝承するための取り組みを独自に行っ

ている．

しかし，年に 1度の意見発表会では伝承する職員やその

内容が大きく制限される．また，各消防署における取り組

みに関しても，統一的な指針があるわけではないため，消

防署ごとに伝承に対する取り組み方に温度差があるととも

に，伝承が署内で完結してしまうという問題がある．そこ

で，本研究では，東京消防庁における伝承問題をさらに詳

しく調べるため，2つの観点から事前調査を行っている．

なお，本稿における伝承とは，ベテランから若手への伝

承に加え，年齢を問わず経験者から未経験者への伝承を含

むものである．また，伝承したい知識とは，たとえば「雑

居ビルなどの進入口が制限される中での多数要救助者の救

出では，進入統制を行うことで効率の良い救出が可能とな

る」，「繁華街の火災では，野次馬が予想以上に現場到着の

妨げになるため，到着経路の確保を優先する必要がある」，

「ある特定の状況下では，通常とは違う巻き方のホースがよ

り早いホース延長に有効である」などである．すなわち，

後述する消防活動基準や通常の消防活動訓練をふまえたう

えで，知っておくと消防活動現場でより効率的な活動を実

施することを可能とする知識である．

2.2 伝承方法に関する調査

事前調査の 1つ目として，消防活動経験の伝承がどのよ

うな場や媒体を通して行われているのかという観点から調

査を行っている．調査方法は，人事部，総務部へ聴き取り

調査であり，著者の体験も合わせて整理を行っている．具

体的には，どのような機会に，誰を対象として，どのような

内容の消防活動経験が伝承されているのか聴き取りを行っ

ている．

c© 2013 Information Processing Society of Japan 285



情報処理学会論文誌 Vol.54 No.1 284–294 (Jan. 2013)

伝承の場としては，新入庁職員研修である初任教育や

日々の消防活動訓練，入庁 3年未満の職員に対するチュー

タ制度，昇任などのための学校研修，年に数回開催される

講演会などの公式な場と，個人的なつながりを利用した飲

み会や日常会話などの私的な場の存在を確認している．公

式な場の多くは基本的な活動基準や具体的な手順の伝承を

目的とし，消防活動経験の伝承は講師やチュータの裁量に

左右される．講演会や私的な場では，講演者や参加者各自

の消防活動経験の伝承が可能である．しかし，講演会では

伝承機会が限定され，私的な場では個人的なつながりによ

り伝承相手が限定されるという問題が残る．

伝承の媒体としては，新入庁者を対象とする「初任教科

書」や判断基準をまとめた「消防活動基準」，災害における

消防活動状況を記録した「消防活動報告」，退職する職員の

有志が投稿する「心の伝承」という冊子があることを確認

している．また，ある消防署では，基本型とは異なるホー

スやロープの巻き方などを伝承するレポートを作成してい

ることを確認している．初任教科書では，消防署員として

身に付けるべき基本的な考え方や行動基準が伝承される．

消防活動基準とは，災害ごと（木造建物，耐火建物，危険

物施設など）あるいは部隊ごと（ポンプ隊，はしご隊，救

助隊など）に標準的な消防活動方法をまとめたものであり，

あらゆる判断の根拠となりうるものである．消防活動報告

とは，いつ，どこで，どのような建物がどう延焼したのか

などの災害状況が記されており，隊数や活動時間，活動内

容などを知ることができる．しかしこれらの媒体から個人

が個別に体験した消防活動経験を知ることはできない．心

の伝承や特定の消防署で作成されているレポートは，消防

活動経験の伝承をなしうる媒体であるが，それぞれ紙面や

読者の範囲に制限があり，広範囲の消防活動経験の伝承を

なしえていないと考える．

本節では，既存の伝承手法が消防活動経験の伝承として

は機能していないことを総務部や人事部への聴き取り調査

に基づき確認している．次節では，事例調査に基づいて，

消防活動経験の伝承の困難性について述べる．

2.3 消防活動経験の取得に関する事例調査

事前調査の 2つ目は，職員の体験談や教訓，ノウハウな

どの消防活動経験がどの程度得られるのかを調べるため，

アンケート調査を実施した．調査対象は，情報通信課，警

防課，特殊災害課，防火管理課，蒲田消防署，八王子消防

署などに所属する職員 18名である．調査内容は，2001年

9月 1日新宿歌舞伎町で発生したビル火災について，「火災

の概要」「当該火災における活動基準」「体験談」「ノウハ

ウ・教訓」について，情報を得ることができるかである．

新宿歌舞伎町ビル火災は，東京消防庁管内では戦後最大の

死者を出した火災であり，繁華街における雑居ビルの防火

管理上の不備が指摘され，消防法が大きく改正されるきっ

かけとなった火災である．当該火災の概要や活動内容，実

際に出場した職員の体験談や教訓，ノウハウは類似火災に

対して非常に有効であるとともに，消防職員として知って

おくべき情報と考えられるため，アンケート対象としてい

る．各質問項目について，「容易に得られる」から「まった

く得られない」までの 5段階評価とその理由について自由

記述で回答を得ている．その結果，「火災の概要」や「当該

火災における活動基準」については，5～6割の職員が「容

易に得られる」または「得られる」と回答しているのに対

し，消防活動経験である「体験談」や「ノウハウ・教訓」

については，「容易に得られる」と回答した職員は存在せ

ず，「得られる」と答えた職員も 2割以下にとどまってい

る．その理由は以下のとおりである．

• 近くに聞ける職員がいない．
• 実際に出場した職員を探し出すのが難しい．
• 面識ない人に聞いて深く話してもらえるか疑わしい．
• 特定の偏った情報になってしまう恐れがある．
• 消防署ごとのノウハウ，教訓であるため，署外に伝わ
りにくい．

この結果から分かることは，消防活動経験は，たまたま

近くに出場した職員がいるなどという場合を除いては，直

接関わりのなかった署の職員は，誰が災害に出場したのか

も分からず，分かったとしても聞く手段やその内容は限定

されてしまい，自分が欲しいと思う情報を欲しいときに網

羅的に得ることは難しいということである．業務上，過去

の災害に関する消防活動体験は，類似する災害に対して非

常に有効であり，隊長や隊員が知っているか，知らないか

では活動に差が出るのは明白である．このため，消防力の

向上にはより多くの消防活動体験をより多くの職員に伝

承・共有することが必要であると考える．

3. 消防活動経験の伝承方法

本章では，消防活動経験をどのように伝承すべきかを整

理し，提案するシステムの要件を定める．

3.1 消防活動経験とは？

消防活動経験の伝承には，どのような内容が必要なので

あろうか．このことを明らかにするために，「心の伝承」を

分析する．「心の伝承」は，退職間近のベテラン職員が自

身の体験に基づいて後輩職員に伝えるべきと考える事柄を

書き記したものであり，消防活動経験の伝承媒体として最

も整理されていると考えられる．本分析では，2009年版と

2010年版の全 60作品を対象としている．分析手順は以下

のとおりである（図 1）．

【分析手順】

( 1 ) 全 60作品のうち，消防活動経験を記した作品を抽出

する．

( 2 ) 各作品を文章単位に切り分ける．
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図 1 「心の伝承」の分析方法

Fig. 1 Analysis method of the “KOKORONODENSYO”.

図 2 消防活動経験

Fig. 2 Firefighting experience.

( 3 ) 切り分けた文章を内容ごとにグループ化する．

( 4 ) グループ化した文章に標題を付記する．

【分析結果】

分析の結果，消防活動経験を記した作品として 25作品

が抽出されている．抽出された 25作品の出場種別は，「火

災」「救助」「緊急確認」「危険排除」「救急」の 5カテゴリ

である．この 5カテゴリは，消防活動の基本的なカテゴリ

であり，カテゴリ間の作品数に偏りは確認されなかった．

切り分けられた文章は大きく 3つにグループ化された．内

容を確認した結果，それぞれ「状況」「判断」「行動」とい

う表題を付記している．「状況」とは，消防活動現場での

状況説明であり，出場隊数・天候・災害規模などが該当す

る．「判断」とは，状況を把握したうえで活動方針，活動内

容を選択することであり，「○○だから，××することにし

た」などの記述が該当する．「行動」とは判断に基づき活動

を実施することであり，実際に実施した行動が該当する．

「状況」「判断」「行動」がそれぞれ関連し合い，それらの集

合体として得られたノウハウや教訓が消防活動経験として

伝承すべき内容となっている（図 2）．なお，この結果は出

場種別 5カテゴリすべてで同じ結果となり，出場種別によ

る差異は確認されていない．このような結果になった理由

としては，消防職員が日々の活動や訓練の中で，状況，判

断，行動を繰り返し行っているためであると考えられる．

このことから，消防職員に消防活動経験を伝承するため

には，「状況」「判断」「行動」を結び付けて表現することが

必要と考える．たとえば，火災現場における火災現場全体

の「状況」と，活動基準である「判断」，出動した職員が実

施した「行動」を同時に理解することで，その職員が消防

活動全体でどのような役割を担い，どのような判断のもと

で活動を行い，その結果何を得たのかを理解することがで

きる．本研究では，伝承対象とする消防活動経験は「状況」

「判断」「行動」から成り立つものとして定義する．

3.2 消防活動経験伝承支援システムの要件

東京消防庁における伝承実態と消防活動経験の定義をふ

まえて，消防活動経験伝承支援システムの要件を整理する．

( 1 ) 消防活動経験をより多くの職員に伝承可能にすること

2章の事前調査から，伝承範囲や期間，内容が限定的で

あることが分かっている．本システムでは，範囲や期間，

内容を限定せず幅広い伝承を可能にするとともに，多様な

災害活動における全職員の消防活動経験を伝承することを

目指す．

( 2 )「状況」「判断」「行動」を含む消防活動経験を伝承対象

とすること

3.1節で，消防活動経験を明示的に伝えるためには「状

況」「判断」「行動」が相互に作用する構造で表現すること

が必要不可欠であることが分かった．本システムでは，「状

況」「判断」「行動」を含む消防活動経験を具体化する必要

がある．そのため，該当する庁内資料などを活用し，それ

ぞれを関連付けることで，消防活動経験を表現する．

4. 消防活動経験伝承支援 SNSの提案

消防活動経験伝承支援システムの要件に基づき，消防活

動経験伝承支援 SNSを提案する．知識を流通させる手段

として SNSの利用が注目されており，近年，企業内や組織

内における SNSの利用は増加している．山本は，企業内

SNSの知識コミュニケーションを理解するために，SNSや

電子メールなどで文字化された知識として，仲介知という

概念を提案している．企業内 SNSにおいては仲介知に基

づく迅速な知識流通が実現しており，企業内に存在するコ

ミュニケーションの壁を打破して，企業内の知識を創造す

る手段として優れていると述べている [4]．

2.3節の事前調査において，知識や経験を得る場合に，近

くに経験を持った同僚がいない，誰に聞いてよいか分から

ない，といった意見が寄せられている．企業内 SNSでは，

職員同士の関係構築や関係維持に効果があることが分かっ

ており，さらに気軽な情報発信や議論を可能にするという

報告から，本研究では SNSを活用した消防活動経験伝承

支援システムを提案する．職員の持つ消防活動経験を迅速

に収集し，職員同士の関係構築を促すことで，仲介知とし

て継続的かつ広範囲に伝承させることを目指す．

4.1 消防活動経験伝承支援 SNSの概要

図 3 は，消防活動経験伝承支援 SNSの概要図であり，

中心には「状況」「判断」「行動」から成り立つ消防活動経

験がある．これら 3つの要素を補完する媒体を庁内調査か
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図 3 消防活動経験伝承支援 SNS 概要図

Fig. 3 Abstract of system.

ら選択する．「状況」にあたる部分は，消防活動報告が妥当

である．消防活動報告とは，いつ，どこで，どのような建

物がどう延焼したのかという災害状況が記されており，隊

数や活動時間，活動内容なども知ることができる．「判断」

にあたる部分は，消防活動基準が妥当である．消防活動基

準とは，災害ごと（木造建物，耐火建物，危険物施設など）

あるいは部隊ごと（ポンプ隊，はしご隊，救助隊など）に

標準的な消防活動方法をまとめたもので，あらゆる判断の

根拠となりうるものである．「行動」を記録する資料につ

いては「心の伝承」が妥当であると考えられるが，冊子で

ある点や，消防活動報告や消防活動基準と結び付けるには

手間と時間がかかるという問題がある．そこで，職員誰も

が消防活動における「行動」とその結果から生み出される

「教訓」や「ノウハウ」を投稿・蓄積できる消防活動体験を

新設する．

SNSの日記機能を活用して，職員は自らの体験談や教訓，

ノウハウを入力すると，自動で関連する消防活動報告，消

防活動基準を結び付けて出力することができる．つまり，

断片化した「状況」「判断」「行動」を体系的に扱うことが

可能となり，形式知の連結化を実現することで新たな形式

知（消防活動経験）を創造することができると考える．

4.2 消防活動体験，消防活動報告，消防活動基準の関連

付け手法

消防活動経験伝承支援 SNSでは，職員が入力した消防活

動体験（行動）と消防活動報告（状況），消防活動基準（判

断）の 3つを関連付けて出力することで消防活動経験を表

現している．消防活動報告と消防活動基準は業務文書のた

め，消防特有の用語（多数傷病者，耐火造建物，要救助者

など）を多く含んでいる．この特性を利用して，文書に含

まれる特徴用語の類似性を用いて関連付ける手法を用いて

いる．

i. 3つの要素それぞれの文書を形態素解析し，単語に分

解する．形態素解析にはMecabを使用し，素性に利

用する単語は，名詞，形容詞，動詞を用いている．

表 1 著者および類似度計算による抽出センテンス上位 10 位

Table 1 Top 10 extraction sentences by author and similarity.

ii. TFIDFを用いて特徴語を抽出する．

iii. 抽出された特徴語どうしをコサイン類似度を用いて類

似度計算する．各文書の類似の度合いを測るために，

各文書の特徴量ベクトルどうしのコサイン類似度を求

める．

iv. 文書間で関連付けを行う．3つの要素内の各文書を，

類似度計算の結果を基に，類似度が高い順に表示し，

職員が選択することによって実際の消防活動体験，消

防活動報告，消防活動基準を同一画面上に表示するこ

とができる．

関連付け手法（i～iv）に基づき，消防活動報告，消防活

動基準，消防活動体験の各文書間の類似度を実際に計算し，

その妥当性を検証している．

検証では，消防活動体験の中にある「新宿歌舞伎町ビル

火災」の体験談を検証対象とし，新宿歌舞伎町ビル火災の

体験談に関連する消防活動報告，消防活動基準および体験

談について，著者の選択による関連するセンテンス上位 30

位と類似度計算による上位 30位とを比較している．その

結果，著者の選択と類似度計算手法とで共通する文章は 30

個中 27個あり，9割以上一致することを確認している．抽

出したセンテンスの上位 10位を表 1 に示す．それぞれの

抽出順位を比較すると，多少の順位の入れ替わりはあるも

ののおおむね著者の選択と類似度計算の結果は一致してい

る．また，著者の選択によって抽出されなかったが類似度

計算によって抽出された項目として，「【基準】地下街火災

消防活動基準」と「【基準】地下鉄道火災消防活動要領」が

含まれている．これらは，一見関連のないように思えるが，

狭路における多数傷病者の搬出，密閉空間における救助作

業などの点で類似点が多い．著者は選択しなかったが，提

示されると納得できる内容である．この結果より，消防活

動体験，消防活動報告，消防活動基準の 3つの要素が，類

似度計算による関連付け手法により．適切に結び付けられ

ていると考える．

4.3 プロトタイプシステム

図 4 は，消防活動経験伝承支援 SNSプロトタイプシス
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図 4 消防活動経験伝承支援 SNS トップページ

Fig. 4 Top page of system.

図 5 体験談と活動報告，活動基準の一覧ページ

Fig. 5 List page of firefighting experience.

図 6 体験談と活動報告，活動基準の詳細ページ

Fig. 6 Detail page of firefighting experience.

テムのトップ画面である．マイページでは，職員の身分や

所属，自分自身の投稿内容などを管理できる．新着情報に

は，他の職員の投稿が新着順に表示され，新しい情報をい

ち早く見ることができる．また，他の職員をお気に入り登

録することも可能で，知りたい情報を即座に得ることもで

きる．

図 5 は，ある職員のある災害に関する体験談を表示させ

た画面である．画面左側に実際の体験談，画面右上に体験

談と消防活動報告の関連付け手法に基づく類似度順一覧，

画面右下に体験談と消防活動基準の関連付け手法に基づく

類似度順一覧が表示されている．タイトルをクリックする

ことで，詳細を表示することができる．

図 6 は，消防活動報告，消防活動基準の詳細を表示させ

た画面である．消防活動報告，消防活動基準ともに庁内で

のフォーマットをそのまま流用している．職員にとって，

ふだん慣れ親しんでいるフォーマットが最も見やすいと考

えたためである．

このような画面表示にすることで，従来の活動体験談の

みを読んだだけでは知ることができなかった災害現場での

詳細な状況や，消防活動の判断の根拠を合わせて確認する

ことができるようになり，「状況」「判断」「行動」を含む消

防活動経験を実現できたと考えられる．

5. システムの有効性評価

提案した消防活動経験伝承支援 SNSの有効性を評価す

るために，東日本大震災における消防活動経験の伝承を事

例として検証を行う．アンケート調査によって収集した東

日本大震災の消防活動経験をプロトタイプシステムにイン

プットし，被災地に出場していない職員などにシステムを

使用してもらうことで，消防活動経験の伝承が可能である

かどうかを明らかにする．また，アンケート調査を用いて

東日本大震災における消防活動経験を収集すると同時に，

消防活動経験の伝承の必要性についてもあわせて調査を

行う．

5.1 東日本大震災における消防活動体験の収集

平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災では，多数

の東京消防庁職員が現地へ派遣され，様々な任務を遂行し

ている．著者の所属する総務部情報通信課でも，宮城県気

仙沼市および福島県福島第一原子力発電所へ出場し，災害

状況の情報収集や通信手段の確保などの任務を遂行してい

る．東日本大震災での消防活動は，発生の切迫性が指摘さ

れている首都直下型地震に対応する東京消防庁にとって非

常に貴重な経験であり，全職員に伝承しなければならない

経験であると考えられる．本調査では情報通信課における

東日本大震災に関わる消防活動体験を収集している．

5.1.1 調査概要

本調査の目的は，1.東日本大震災における消防活動体験

を収集すること，2.消防活動経験伝承の必要性および，伝

承に際し庁内資料や庁内 SNSの必要性を確認することで

ある．調査方法は，以下のとおりである．

調査期間：平成 23年 11月

調査対象：総務部情報通信課職員 16名（内訳：30代職員

9名，40代職員 5名，50代職員 2名の計 16名）

調査手法：留置質問紙調査法

質問内容：以下の質問内容について，( 1 )は自由記述，( 2 )

から ( 4 )までは 5段階で回答を得ている．

( 1 ) 情報通信課員として東日本大震災に出場し，過酷な震

災現場で自己の任務を全うした，その体験談やそこか

ら得た教訓やノウハウがあれば教えてください．

( 2 ) 自らの体験談やノウハウを他の職員と共有する場は必

要ですか？
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図 7 アンケート結果

Fig. 7 Result of questionnaires.

( 3 ) 活動報告や活動基準と関連付けられるという観点から

システムがあれば体験談やノウハウを記入しやすくな

りますか？

( 4 ) 誰でも気軽に投稿できる機能である SNSを活用する

という観点からシステムがあれば体験談やノウハウを

記入しやすくなりますか？

5.1.2 調査結果

調査結果は以下のようになった．( 1 )の体験談や教訓に

ついては，衛星電話の使用方法に関する注意事項や緊急派

遣の際に携帯すべき小物など，実際に現場に出場した職員

にしか分からない体験や大震災時の活動の教訓，資器材活

用のノウハウなど，様々な内容が得られている．これらを

消防活動体験としてプロトタイプシステムにインプット

する．

また，図 7 は消防活動経験の伝承の必要性に関するアン

ケート結果をグラフ化したものである．8割近くの職員は，

今回のような体験談や教訓，ノウハウなどの消防活動経験

を共有する場が「必要である」と考えており，そのうち 7

割近くは庁内の消防活動報告や消防活動基準と関連付けら

れ，SNSの機能があれば体験談や教訓を「投稿する」と答

えている．このことから，提案システムの特徴である庁内

資料との関連付けと，SNS機能の採用が消防活動体験の投

稿を促進する可能性が示唆されたと考える．次節では，本

節で収集した消防活動体験を消防活動報告と消防活動基準

と関連付けて，消防活動経験として伝承することが有効で

あるかについて述べる．

5.2 東日本大震災における消防活動経験の伝承実験

消防活動経験の伝承実験では，実際には消防活動を実施

しなかった職員が，他の職員の体験や教訓，ノウハウを得

ることができて，それが実際の災害現場で役に立つかとい

う観点から有効性を評価する．

5.2.1 実験概要

5.1節で収集した消防活動体験を消防活動経験伝承支援

SNSにインプットする．インプットした体験を 4.2節の手

法を用いて，「消防活動報告」と，「消防活動基準」に関連

付けを行い，「消防活動経験」として消防活動経験伝承支援

SNSにアウトプットしている．これを震災地域に出場して

いない他の職員に閲覧してもらい評価を得ている．評価実

図 8 経験の獲得状況

Fig. 8 Acquisition of experience.

験の概要は以下のとおりである．

調査時期：平成 23年 12月～平成 24年 1月

調査対象：情報通信課，警防課，特殊災害課，防火管理課，

蒲田消防署，八王子消防署などに所属する職員 19名

（内訳：20代職員 8名，30代職員 7名，40代職員 4名

の計 19名）

調査手順：

1. 現状（プロトタイプシステムがない状態）で東日

本大震災の消防活動経験の伝承が可能かアンケート

調査により確認する．

2. プロトタイプシステムを使用してもらう．

3. プロトタイプシステムを使用して，東日本大震災

の消防活動経験の伝承が可能かアンケート調査によ

り確認する．

アンケート内容

プロトタイプシステムの使用前後において，震災活動に

ついて以下の ( 1 )，( 2 )の情報を得ることができたか，そ

れぞれ 5段階で回答を得ている．また，プロトタイプシス

テム使用後については，( 3 )，( 4 )の 2つについても 5段

階で回答を得ている．さらに，消防活動経験伝承支援 SNS

について，自由記述で意見を得ている．

( 1 ) 実際に出場した職員の体験談

( 2 ) 震災活動におけるノウハウや教訓

( 3 ) 伝承支援 SNSによって得られた体験談やノウハウは

今後業務や現場で役立つと思うか？

( 4 ) 伝承支援 SNSがあったら使ってみたいか？

5.2.2 実験結果

図 8 は，消防活動経験の伝承に関する調査結果をグラフ

化したものである．プロトタイプシステム使用前では，実

際に出場した職員の体験談や震災活動における教訓やノウ

ハウについて「得られる」，「容易に得られる」と回答して

いる職員が 4割程度にとどまった．これに対し，消防活動
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図 9 システムの有効性

Fig. 9 Effectiveness of the system.

経験伝承支援 SNSを活用すれば，体験談，教訓やノウハウ

ともに 9割近くの職員が「得られる」と回答している．

さらに，消防活動経験伝承支援 SNSによって体系的に表

示された消防活動経験が実際に現場で役に立つと思うか，

という質問には，全回答者が「役立つ」「大いに役立つ」と

答え，システムを使ってみたいか，という問いにも 9割以

上の職員が「使いたい」「大いに使いたい」と回答している

（図 9）．

この実験結果から，プロトタイプシステム使用前では得

ることが難しい体験談や教訓がシステムを活用することで

得られやすくなり，個別に存在していた消防活動報告と消

防活動基準を関連付けることで，消防活動経験が体系的に

表現できることを確認した．そして，体系化された消防活

動経験が実際の業務や災害現場で役立つという調査結果か

ら，システムが消防活動経験の伝承促進に有効であると考

えられる．

また，消防活動経験伝承支援 SNSに対する意見を求め

た結果，以下のような回答を得ている．

• このような形のシステムで自分の知りたいことを検索
できれば有益だと思う．

• 庁内 SNSは非常に有効な情報交換ツールになると思

います．

• 実際の訓練と組み合わせると非常に有効なものとなる
と思う．

• 伝承支援 SNSから人脈が広がり，さらなる伝承につな

がっていくと思う．

• 簡単に調べられることで，いわゆる辞書引き（関係法
令集）離れになるのでは．

• いかにベテラン職員に使ってもらうか，興味を示して
もらえるかがカギだと思います．

• 体験談は自分が何十年と勤務して築いてきた人脈から
得られます．いかにコミュニケーションをとり，本気

で組織のために体を張っているつながりを作れるかで

あり，それができれば情報はすべて入ってきます．気

持ちのある男たちはずっとつながっています．

6. 考察

本章では，システムの有効性，システムの運用，従来研

究やシステムとの差異について考察する．

6.1 システムの有用性

被験者実験では，9割以上の職員が消防活動経験伝承支

援 SNSを使ってみたいと回答しており，システムが有用

であることが確認されている．具体的な事例としては，福

島第一原子力発電所と指揮所を結ぶ通信手段確保に関する

体験談で，イリジウム（衛星携帯電話）活用のノウハウを

現場で学んだという職員の書き込みがある．これを読んだ

職員からは，「今回のようなイリジウムを使った通信手段

確保に関するノウハウは，現場でなければ気付かないこと

であり，今までは埋もれてしまっていた情報であるが，現

場に行かなかった職員にも共有できれば，今後再び同じよ

うな状況になったときに非常に有効である」という意見が

得られている．また別の職員から，消防活動報告で放射能

汚染が危惧される現場の「状況」を把握しながら，消防活

動基準から放射性物質などにかかわる災害現場の状況に応

じた具体的な活動の方針を「判断」しつつ，体験談から隊

員個々の詳しい「行動」や，実際に活動した隊員でなけれ

ば得ることができない教訓，ノウハウを知ることができる

のは，現場や活動内容をイメージしやすく，非常に分かり

やすいという声が聞かれ，「状況」「判断」「行動」から成り

立つ消防活動経験の伝承が大切であることが示されたと考

える．

このように，今までは現場で培われた教訓やノウハウ

は，その多くがその場限りの情報となってしまったり，あ

る特定の少数の人物しか知りえなかったりして，埋もれて

しまっていたが，消防活動経験伝承支援 SNSを用いるこ

とで，多くの職員に伝承できると考える．

東京消防庁は，いつ起きてもおかしくない首都直下型地

震に対して，消火，救助，救急において，主導的な役割を果

たす必要がある．このような切迫した状況の中で，第 9消

防方面本部（八王子市）に新たに消防救助機動部隊（ハイ

パーレスキュー隊）を増設することが決定しており，ハー

ド面での震災対策強化を図るとともに，全庁あげての震災

訓練をさらに充実させるなど，震災に向けた準備を進めて

いるところである．このような取り組みの中で，消防活動

経験伝承支援 SNSは，東日本大震災をはじめとした様々

な災害経験を，来るべきそのときに備えて伝承していくシ

ステムとして重要な役割を果たすと考える．

6.2 システムの運用

本節ではシステムの運用について考察する．消防活動経

験伝承支援 SNSは，庁内のイントラネット上に整備し，業

務システムの窓口として使用しているポータルサイトから

全職員がログインできることを想定している．たとえば，

災害が発生し，出場した際は，どんなに小さな災害でも出

場隊が必ず消防活動報告を作成することになっている．こ
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の消防活動報告作成業務と消防活動経験伝承支援 SNSを

連動させることで，災害概要や活動内容を振り返りながら

各隊員の体験談やそこから得られた教訓，ノウハウを投稿

することができる．

また，消防隊員は 24時間の勤務体制をとっており，日中

は訓練や事務処理を行っているが，仮眠時間帯を除いた夜

間は，待機時間となり自主トレ，読書，web閲覧など比較

的自由に時間を使うことができる．このような時間を利用

することで，職員が活発に消防活動経験伝承支援 SNSを

閲覧，投稿することが可能であると考える．

しかし，「いかにベテラン職員に使ってもらうか（後略）」

という意見からも分かるとおり，多くの職員，とりわけ年

配のベテラン職員にいかに利用してもらうかということは，

システム運用として重要な問題と考える．抵抗をなくし，

気軽に書き込んでもらうことのできる環境の整備が必要で

ある．損保ジャパン株式会社で運営されている社内 SNS

「社内いきいきコミュニティ」は，運用当初のユーザを限

定し，書き込みやすい雰囲気を醸成してから徐々にその規

模を大きくしている [5]．また，完全匿名コミュニティを作

成し，社長のメッセージに対する社員の意見などの書きに

くい意見を書き込みやすくしている．facebookでは，簡単

に意思表示ができるように「いいね」ボタンなどが設置さ

れている．これらの既存 SNSの特徴を取り込み，参考に

なったと思う書き込みに閲覧者が「参考になった！」を付

与したり，閲覧権限を設定して公開範囲を限定したりする

などの対策が考えられる．

実名前提のシステムにおいて自らの失敗談を赤裸々に書

き込む職員は少ないと考えられるが，失敗から得られる教

訓やノウハウは非常に多い．失敗談を投稿する際には匿名

を許可したり，失敗談コミュニティを構築したりするなど，

失敗談を投稿しやすい環境を作る工夫が必要であると考え

る．さらに，庁内の表彰制度の対象に消防活動経験伝承支

援 SNSの活用状況を加えたり，現在継続的に行っている

「心の伝承」の作品投稿を消防活動経験伝承支援 SNSと統

合したりするなど，庁内の施策として利用を促すことも有

効であると考える．

6.3 従来研究との差異

これまでも多くの伝承に関する研究が行われている．

Ackermanは，情報共有システムの概念を提案し，Answer

Gardenを構築している [6]．Answer Gardenは，専門家に

よる知識データベースを構築し，問題が起きたときにユー

ザがデータベースを閲覧するシステムである．データベー

スに適切な知識がない場合は，専門家にメールで質問し回

答を得る．質問内容と回答は，データベースに保存され，

閲覧できるようになる．しかし，ユーザが専門家に遠慮し

質問がされない，ユーザと専門家の知識に差があり，説明

を理解できないなどの問題が指摘されている．提案システ

ムは，専門家のような特別な回答者を必要とせず，体験者

が逐次登録できるので，より多くの消防活動体験を収集で

き，投稿者の負担を分散できる．また，自分と近い立場の

体験者を探すことにより，より身近な質問ができると考

える．

伊藤は，企業における非正規雇用者のマネジメントを調

査し，短期的な世代交代のある非正規雇用者の間では知識

の伝承が難しいことを明らかにしている [7]．今回のシス

テムは，東京消防庁の正規職員を対象にしており，伊藤が

着目する非正規雇用者ではない．しかしながら，正規職員

であっても定期的に異動があり，また，各部署の高度化・

専門化が進行していることから，短期的な世代交代の問題

が発生していると考える．さらに，今回は対象としていな

いが，消防には各地域の消防団の存在が欠かせず，消防団

員間や消防団間，東京消防庁と消防団間の知識伝承の問題

も存在する．今後の課題としたい．

橋本らは，短期的な世代交代のある組織において注記事

項を伝承するために，注記事項伝承システム LEAVESを

構築している [8]．経験に基づく重要なノウハウ情報であ

る注記事項を形式化して記録するための入力フォーマッ

トと，収集した注記事項を疑似体験シナリオとして構造化

するための半自動化アルゴリズムを考案している．疑似体

験シナリオを用いることで，関連知識をまったく持たない

未経験者に伝承を行う点が特徴的である．これに対し我々

は，伝承対象とする消防活動経験が「状況」「判断」「行動」

から成り立つと定義し，これら 3つを結び付けることで伝

承を行う点が特徴的である．

菅谷らは，伝統工芸における熟練技術に注目し，職人の

頭の中だけに存在する知識を抽出・整理し，それらが技術・

知識伝承を支える本質的な役割を備えていると説明してい

る [9]．インタビュを用い，対話によって職人の頭の中だけ

に存在する知識を抽出している．対話による知識抽出は，

より潜在的な知識の抽出につながり有効であると考える．

しかし，従来のインタビュでは，時間・労力がかかるため

継続的に抽出するのが難しく，対象も熟練職人など少数に

限定せざるをえない．これに対し本システムの基本システ

ムである SNSは，コメントやメッセージ，チャットなどの

コミュニケーション機能を有しており，インタビュによる

対話ほどでないにしても，継続的な対話により潜在的な知

識抽出が可能であると考える．

成子は，業務フローをベースに製造業における知識・ノ

ウハウを獲得，編集，蓄積，実行できるシステム「指南車」

を開発し，実務に適用し有効性を評価している [10]．しか

し，消防活動においては，現場の状況を判断して，隊員 1

人 1人が臨機応変に自らの役割に基づいた活動をしなけれ

ばならず，業務フローのように定型化した活動がつねにあ

るわけではない．多様な災害状況，活動基準を職員の消防

活動体験と結び付けて伝承する必要がある．本システムで
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は，各職員の体験と消防活動報告，消防活動基準について，

各文書の特徴用語に基づく類似性を計算することで，これ

らを結び付けた伝承を可能としている．

すでに実用化されている類似システムとしては，グループ

ウェア，SFA（Sales Force Automation），企業内 SNSなど

がある．Lotus Notes [11]やサイボウズOffice [12]に代表さ

れるグループウェアが組織内の業務連絡やスケジュール管

理などを主目的にすることが多いのに対し，Salesforce.com

の Sales Cloud [13]やサイボウズドットセールス [14]など

の SFAは社内の営業管理に加え顧客管理やマーケティング

を目的としていることが多い．企業内 SNSは，これらの業

務システムとは別に，部門を越えたコミュニケーション活

性化を目的として導入されることが多い．これらのシステ

ムは，ブログ（日記），Q&A，メッセージ，プロフィールな

どの機能を有するという点で類似している．これらのシス

テムは，各組織で構築されることが多かったが，最近では

クラウドサービスとして展開されており，クラウド型企業

内 SNSである Salesforce.comの Chatter [15]は代表例の 1

つである．

これらのシステムは，その目的に合わせて強化する機能

が異なる．スケジュールを管理するためには，プロジェク

トの納期や各自の予定，担当作業などが時系列で把握でき

るようにカレンダ機能が有効であろう．営業や顧客を管理

するためには，顧客データベースによる営業部内の情報共

有機能や優良顧客の検索機能が有効であろう．部門を越え

てコミュニケーションを活性化するためには，プロフィー

ル機能の充実やコミュニティ機能が有効であろう．効率良

く知識を伝承するためには，単にデータを蓄積するだけで

なく，成子が業務フローをベースに「指南車」を開発したよ

うに，伝承する知識を活用する人や場面を考慮する必要が

ある．消防活動経験の伝承には，消防業務の性質上，消防

活動報告と消防活動基準との結び付きが重要であるため，

ここに重点を置いた SNSが必要である．本システムでは，

各職員の体験と消防活動報告および消防活動基準とを結び

付けたことが，消防活動経験の伝承を支援できていると考

える．

6.4 本研究の限界

本研究の限界について，システムの有効性と運用の観点

から述べる．システムの有効性について，本研究では，東

京消防庁における伝承の現状とプロトタイプシステムを使

用した場合との比較により，システムの有効性評価を行っ

ている．そのため，その他の簡易な検索システムなどと比

べてどの程度有効なのか言及することはできていない．ま

た，システムの使い方に関する詳細な分析はできていない．

活動報告の検索システムなどとの比較や使用ログ分析など

により，より詳細な議論が可能になると考える．

また，システムの運用について，本研究では運用方法の

言及にとどまっており，システムを運用することによる

キャリア形成や組織管理への影響については議論していな

い．このようなシステムを実際に運用した場合，利用実態

を配置転換に利用するか，査定に入れるのかなど，キャリ

ア形成や組織管理にまで影響を及ぼすことが考えられる．

これらについては，今後，システムの導入・運用に関する

議論が必要と考えている．

7. 結論と今後の課題

本研究では，東京消防庁における消防活動経験の伝承に

関して，課題抽出のための庁内調査を実施した．抽出され

た課題に対し，先行研究に基づき消防活動経験の伝承方法

を検討している．消防活動経験を効果的に伝承するために

は，「状況」「判断」「行動」の 3つの要素が不可欠であり，

この 3つの要素を補完する目的で庁内資料である消防活動

報告，消防活動基準を採用し，消防活動体験と関連付けて

流通させるシステムである消防活動経験伝承支援 SNSを

提案している．

提案したシステムの有用性を検証するために，東京消防

庁職員を対象として消防活動経験伝承支援 SNSのプロト

タイプシステムを利用した被験者実験を実施した．実験で

は，他の職員の体験談や教訓，ノウハウが現状よりも取得

しやすくなったという結果を得ている．消防活動経験伝承

支援 SNSが，消防活動経験の迅速な表出化を実現し，幅広

い流通を可能にしていると考える．

今後は，庁内での実運用に向けた庁内部の調整と，東京

消防庁の組織構成や人事制度などを考慮した友人機能や匿

名制度，また日記や Q&Aといった情報蓄積を促すための

システムの詳細な機能設計を行っていくことが考えられる．
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